
　　　○佐川町省エネ住宅促進事業補助金交付要綱　　 

令和７年９月１２日 

告示第６９号 

改正　令和８年３月３１日告示第３６号 

 

（趣旨） 

第１条　この要綱は、佐川町補助金交付規則（平成９年佐川町規則第２０号）の規定に基

づき、佐川町省エネ住宅促進事業補助金（以下「補助金」という。）の交付に関し必要

な事項を定めるものとする。 

　（補助金交付の目的） 

第２条　町は、ゼロカーボンシティの実現に向けた取組を推進するとともに脱炭素に関す

る町民意識の向上を図るため、既存住宅の省エネルギー化につながる改修等を行った者

に対し、予算の範囲内で補助金を交付する。 

（補助対象者） 

第３条　補助金の対象となる者（以下「補助対象者」という。）は、次の各号のいずれに

も該当する者とする。  

（１）　個人住宅（併用住宅の場合は、個人住宅部分に限る。）の所有者で、国が実施

する別表に掲げる補助事業（以下「補助対象事業」という。）の交付決定を令和８年

４月１日以降に受けた者であること。  

（２）　補助対象事業を行う個人住宅を現に自己の居住の用に供し、かつ、佐川町の住

民基本台帳に記録されていること。 

（３）　町税を滞納していないこと。  

２　前項の規定にかかわらず、補助対象者が佐川町の事務及び事業における暴力団の排除

に関する規則（平成２５年佐川町規則第２３号）第２条第２項第５号のいずれにも該当

しないこと。 

（補助金の額等）   

第４条　補助金の額は、補助対象事業の補助金額に３分の１を乗じて得た額とし、１,００

０円未満の端数が生じたときは、これを切り捨てるものとする。この場合において、補

助対象事業の補助金額との合計額が補助対象事業工事費の３分の２を超えないこととす

る。  

２　前項に規定する補助金の額は、１０万円を限度とする。 

　（補助金の交付申請）  

第５条　補助金を受けようとする者（以下「申請者」という。）は、佐川町省エネ住宅促

進事業補助金交付申請書（様式第１号）に次に掲げる書類を添えて、令和９年２月２６

日までに町長に提出しなければならない。  

（１）　補助対象事業の交付額確定通知書等の写し  

（２）　工事請負契約書の写し  

（３）　施工箇所の施工前後の写真  

（４）　町税完納証明書 

（５）　その他町長が必要と認める書類 



（交付の決定及び交付額の確定） 

第６条　町長は、前条の申請書の提出があったときは、その内容を審査して補助金の交付

の可否を決定するとともに、補助金の交付の額を確定するものとする。 

２　町長は、前項の規定により補助金を交付すると決定した者に対しては補助金交付決定

兼交付額確定通知書（様式第２号）により、交付しないと決定した者に対しては補助金

不交付決定通知書（様式第３号）により、それぞれ速やかに通知する。 

（補助金の交付） 

第７条　町長は、前条第２項の規定による補助金の交付決定兼交付額確定の通知後、申請

者から補助金交付請求書（様式第４号）による請求があったときは、補助金を交付する

ものとする。 

（補助金交付の取消し及び返還） 

第８条　町長は、申請者が次の各号のいずれかに該当する場合には、補助金の交付の全部

又は一部を取り消すことができる。 

（１）　偽りその他不正の手段により補助金の交付を受けたとき。 

（２）　補助金交付の条件に違反したとき。 

２　町長は、前項の規定により補助金の交付を取り消した場合において、既に補助金が交

付されているときは、補助金の返還を命ずることができる。 

（補則） 

第９条　この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、町長が別に定める。 

 

附　則  

　（施行期日） 

１　この告示は、公布の日から施行する。 

　（この要綱の失効） 

２　この要綱は、令和９年５月３１日限り、その効力を失う。ただし、第８条の規定につ

いては、同日以降もなお、その効力を有するものとする。 

附　則（令和８年３月３１日告示第３６号） 

この告示は、令和８年４月１日から施行する。 

 

 

 

 

 

 

 

 



別表（第３条、第５条関係）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 補助事業 対象工事（製品）

 １ 断熱窓への改修促進等による住宅

の省エネ・省ＣＯ２加速化支援事業

（先進的窓リノベ２０２６事業）

１ 窓及びドア

 ２ みらいエコ住宅２０２６事業 
（Ｍｅ住宅２０２６）

１ 開口部の断熱改修  

２ 外壁、屋根・天井又は床の断熱改修  

 

※エコ住宅設備の設置、子育て対応改修、防災

性向上改修、バリアフリー改修、空気清浄機

能・換気機能付きエアコンの設置及びリフォ

ーム瑕疵保険等への加入については対象外 


